
4 環 境 部

目 次

（１）地中熱を活用した省エネ普及促進事業（継続）･･････････････････････35

（２）国立自然史博物館誘致推進調査事業（新規）････････････････････････36

（３）世界自然遺産登録推進事業（継続）････････････････････････････････37

（４）慶良間諸島国立公園満喫プロジェクト（継続）･･････････････････････39

（５）マングース対策事業（継続）･･････････････････････････････････････40

（６）沖縄県自然環境再生モデル事業（継続）････････････････････････････41

（７）サンゴ礁の保全再生（継続）･･････････････････････････････････････43

（８）赤土等の流出防止対策（継続）････････････････････････････････････45

（９）ジュゴン保護対策事業（継続）････････････････････････････････････47

（10）全島緑化県民運動推進事業（継続）････････････････････････････････48

（11）全国育樹祭開催準備事業（継続）･･････････････････････････････････49

（12）低炭素島しょ社会実現に向けた地球温暖化防止対策等事業（継続）････50

（13）公共関与推進事業（継続）････････････････････････････････････････51

（14）環境課題解決を目的とした世界の島嶼間ネットワークの推進（新規）･･52

（15）米軍施設の環境対策（継続）･･････････････････････････････････････53



－ 35－

基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：地中熱を活用した省エネ普及促進事業（継続）

事 業 期 間：平成28年度～平成30年度

部 課 等 名：環境部 環境再生課

１ 事業の目的・内容
未利用エネルギーである地中熱を活用した省エネ技術の開発・普及を実施する

ことにより、地球温暖化対策として二酸化炭素削減に寄与する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

地中熱を 16,013 １ 地中熱エネル 15,567 １ 地中熱エネル ☆
活用した ギー等を活用し ギー等を活用し 最終予算額

省エネ普 た省エネ技術の た省エネ技術の 16,013
及促進事 開発・普及事業 開発・普及事業 執行率
業 97.2％

・県立総合教育セ ・県立総合教育セ 翌年度繰越額

ンターに実証用機 ンターに実証用機 0
器を設置し、実証 器を設置して実証 不用額
試験を実施する。 試験を実施し、夏 446
・県内企業向けの 季の冷房使用時及
講習会及びシンポ び冬季の暖房使用
ジ ウ ム を 実 施 す 時のデータを収集
る。 した。

・県内企業向けの
講習会３回及びシ
ンポジウム１回を
実施した。

３ 事業の効果/課題
(1) 地中熱エネルギー等を活用した省エネ技術の開発・普及事業

効果： 県立総合教育センターに実証用機器を設置し、実証試験を行うことに
より、温暖地においても通年の省エネ効果を確認した。

課題： 地中熱利用システムの普及には、設置コストの低減や機器の普及等が
必要なため、地中熱利用事業組合や民間事業者とも連携し最新の知見や
動向を収集していく必要がある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：国立自然史博物館誘致推進調査事業（新規）

事 業 期 間：平成30年度～

部 課 等 名：環境部 自然保護課

１ 事業の目的・内容
沖縄県に国立自然史博物館を誘致するため、設立意義等の考え方を整理し、国

との調整及び県民等への普及啓発を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

国立自然 6,571 １ 国立自然史博 6,777 １ 国立自然史博 最終予算額

史博物館 物館誘致推進調 物館誘致推進調 6,902
誘致推進 査事業 査事業 執行率
調査事業 98.2％

・国立自然史博物 ・設立意義等の基
館の設立意義、設 礎調査を実施し、 不用額
立地としての沖縄 県としての考え方 125
県の適性、期待さ を整理するととも
れる効果等を調査 に、関係団体等と
し、県としての考 連携して、東京及
え方を整理すると び那覇でシンポジ
ともに、国への要 ウムを開催して普
請や県内外での普 及啓発を図った。
及啓発を行う。

３ 事業の効果/課題
(1) 国立自然史博物館誘致推進調査事業

効果： 基礎調査を実施することで、設立意義、設立地としての沖縄県の適性、
期待される効果等を明らかにし、県としての考え方を整理した。

また、（一社）国立沖縄自然史博物館設立準備委員会、琉球大学等と
連携し、県内外での普及啓発を推進した。

課題： 県民や経済団体等への更なる気運醸成を図るとともに、国等に対して
要請等を行い、理解を求める必要がある。



－ 37－

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：世界自然遺産登録推進事業（継続）

事 業 期 間：平成25年度～令和３年度

部 課 等 名：環境部 自然保護課

１ 事業の目的・内容
遺産登録の早期実現を図るために、遺産価値（生態系・生物多様性）の維持や

持続的利活用の推進体制の構築、登録に向けた機運の醸成に係る各種取組みを実
施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

世界自然 107,949 １ 世界自然遺産 112,332 １ 世界自然遺産 ☆
遺産登録 登録推進事業 登録推進事業 最終予算額

推進事業 112,429
・世界自然遺産登 ・世界自然遺産登 執行率
録 を 早 期 に 実 現 録 を 早 期 に 実 現 99.9％
し、遺産価値の維 し、遺産価値の維 不用額
持と適正な利活用 持と適正な利活用 97
の 両 立 を 図 る た の 両 立 を 図 る た
め、次の事業に取 め、次の事業を実
り組む。 施した。
①地域部会の運営 ①地域別行動計画
及び地域別行動計 の検証・見直しや
画の検証 持続的観光マスタ
②西表島における ープラン（素案）
適正利用とエコツ の 作 成 等 を 行 っ
ーリズムの推進 た。
③イリオモテヤマ ②西表島における
ネコの交通事故防 フィールドの利用
止対策の検討 ルール、モニタリ
④ノイヌ・ノネコ ング体制等につい
対策 て検討した。
⑤普及啓発の推進 ③イリオモテヤマ

ネコの交通事故防
止 対 策 を 実 施 し
た。
④ノイヌの捕獲、
ノネコの捕獲・譲
渡、犬猫遺棄防止
に係る普及啓発を
実施した。
⑤普及啓発ツール
の開発及び普及啓
発 活 動 を 実 施 し
た。
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３ 事業の効果/課題
(1) 世界自然遺産登録推進事業

効果： ①沖縄島北部及び西表島において地域部会を各３回開催し、地域の関
係団体と協議しながら、平成30年度地域別行動計画の検証・見直しを実
施した。

②有識者等からなる検討会を２回開催するとともに、西表島を５つの
エリアに分けたエリア別ＷＧを各２回開催し、西表島におけるフィール
ドの利用ルール、モニタリング体制等について検討し、「西表島エコ
ツーリズムガイドライン（案）」を作成した。

③「ヤマネコの交通事故防止対策基本計画」に基づく対策として、ハ
ード対策実証実験、ソフト対策の検討・開発を行った。平成30年のヤマ
ネコの交通事故発生件数は９件であったが、ハード対策実証実験エリア
でのヤマネコの交通事故はなかった。
④やんばる地域において、ノネコを13頭捕獲（うち、12頭を譲渡）、

ノイヌを13頭捕獲した。また、全県を対象に犬猫遺棄防止普及啓発を行
い、ノイヌ・ノネコの発生源対策を強化した。

⑤モノレールラッピング、西表島での普及啓発イベントの開催、パネ
ル移動展、やんばる３村ルールブックの多言語化及び西表島マナーブッ
クの作成、地域の広報誌への掲載等、様々な媒体を活用し、世界自然遺
産登録に向けた普及啓発を推進した。

課題： 世界自然遺産登録の実現及び登録後を見据えて遺産価値の保全と適正
な利活用を図っていくため、以下の課題に取り組む必要がある。

①遺産価値を維持・強化し、順応的に維持管理するための体制構築。

②西表島における適正利用とエコツーリズムの推進。

③国内希少種イリオモテヤマネコのロードキルの防止。

④やんばる地域で野生化した犬・猫による希少野生動物捕食被害の

防止。

⑤県内外へ世界自然遺産の価値の理解を深めるための情報発信の強化。

４ その他
ＩＵＣＮ（国際自然保護連合）による現地調査や、世界遺産委員会の審査が実

施される時期を想定し、関係機関と連携し、課題解決に向けた着実な取組みを実
施していく。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：慶良間諸島国立公園満喫プロジェクト（継続）

事 業 期 間：平成28年度～令和元年度

部 課 等 名：環境部 自然保護課

１ 事業の目的・内容
国立公園において、地方自治体が所有する公園利用施設の国際化対応や老朽化

対策のための施設整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

慶良間諸 94,958 １ 自然環境整備 18 １ 自然環境整備 最終予算額

島国立公 (15,518) 交付金事業 交付金事業 27,718
園満喫プ (15,518)
ロジェク 執行率
ト 00.0％

翌年度繰越額

12,096
不用額
15,604

(15,518)

10,400 ・慶良間諸島国立 18 国立公園の管理者 最終予算額

公園内の高月山・ である環境省と事 12,200
阿波連岬園地の多 業執行にかかる協 翌年度繰越額

言語表記の案内板 議に不測の期間を 12,096
設置及びトイレの 要したことから、 不用額
洋式化を行う。 翌 年 度 へ 繰 越 し 86

た。

84,558 ・竹富島園地コン 0 現年予算の国庫内 最終予算額

(15,518) ドイ浜のトイレ・ (0) 示減及び繰越工事 15,518
シャワー施設及び の５回にわたる入 (15,518)
休憩所の改築を行 札不調・不落等に 翌年度繰越額

う。 より、執行ができ 0
なかった。 不用額

15,518
(15,518)

３ 事業の効果/課題
(1) 自然環境整備交付金事業

効果： 老朽化した施設の改築や多言語表記の案内板を整備するなど、世界水
準の「ナショナルパーク」としてブランド化を図り、県内利用者及び観
光客の快適性・利便性の向上や訪日外国人の増加に資するとともに、自
然環境の保全及び多様な自然とのふれあい活動の場の提供に寄与してい
く。

課題： 建築工事の入札不調・不落が事業執行に大きく影響している。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：マングース対策事業（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和３年度

部 課 等 名：環境部 自然保護課

１ 事業の目的・内容
北部地域におけるマングースの侵入防止及び捕獲を徹底し、希少種等の生息分

布域の回復を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

マングー 80,583 １ マングース対 80,335 １ マングース対 ☆
ス対策事 策事業 策事業 最終予算額

業 80,583
・貴重な固有種が ・沖縄島北部地域 執行率
生息する沖縄島北 において、マング 99.7％
部地域の生態系を ースの捕獲及び希 不用額
保全するため、マ 少種の回復状況調 248
ングースの捕獲を 査を実施した。
実施するとともに
に、希少種の回復
状況調査を実施す
る。

３ 事業の効果/課題
(1) マングース対策事業

効果： 平成30年度の第１北上防止柵（塩屋と福地ダムを結ぶライン）以北に
おける捕獲頭数は２頭となった。同地域における捕獲頭数は、平成27年
度は86頭、平成28年度は69頭、平成29年度は７頭と、近年は捕獲頭数が
急激に減っており、第１北上防止柵以北におけるマングース生息数は着
実に減少していると推定される。

また、ヤンバルクイナの推定生息範囲は204メッシュとなり、前年度の
173メッシュから拡大した。

課題： 既存のわなに容易に誘引されない残存個体対策として、探索犬による
排除方法を引き続き強化する必要がある。

また、第１北上防止柵以南のマングース個体数の低減を図るとともに、
第１北上防止柵以北への再侵入を防ぐ必要がある。



－ 41－

沖縄らしい優しい社会の構築基 本 項 目：

世界に誇る沖縄の自然環境を守る実 施 項 目：

沖縄県自然環境再生モデル事業（継続）重点施策事業名：

平成24年度～平成30年度事 業 期 間：

環境部 環境再生課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
沖縄らしい自然環境を次世代に継承するため、平成27年３月に策定した沖縄県

自然環境再生指針に基づいた自然環境再生モデル事業を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄県自 16,467 16,386 ☆
最終予算額然環境再

生モデル 24,891
事業 執行率

65.8％
翌年度繰越額

8,424
不用額

81

最終予算額16,467 １ 自然環境の保 16,386 １ 自然環境の保
全・再生・防災 全・再生・防災 16,467
機能戦略的構築 機能戦略的構築 不用額
事業 事業 81

・ 自 然 環 境 再 生 指 針 ・ 下 流 域 に 創 出 し た

を 踏 ま え 東 村 慶 佐 次 ワ ン ド の 生 物 生 息 域

（ ）川 で 再 生 モ デ ル 事 業 の再生 順応的管理

に 取 り 組 み 、 全 県 的 等 に 取 り 組 む と と も

に 再 生 事 業 を 推 進 す に 、 再 生 事 業 に お け

る 上 で 事 例 創 出 、 課 る 課 題 等 を ノ ウ ハ ウ

題整理等を実施する 集 と し て と り ま と め。

た。

２ ヒ ル ギ 林 内 生
最終予算額0 態系再生事業

8,424・ 平 成 28年 度 事 業 で

翌年度繰越額復 元 し た 林 内 小 水 路

8,424が 平 成 30年 ８ 月 の 台

風 に よ り 閉 塞 し た こ

と か ら 、 堆 積 物 の 除

去 と 堆 積 防 止 対 策 と

し て 河 床 を 掘 削 す る

必 要 が 生 じ た が 、 関

係 機 関 と の 手 続 き に

不 測 の 日 数 を 要 し 、

繰越事業となった。
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３ 事業の効果/課題
(1) 自然環境の保全・再生・防災機能戦略的構築事業

効果： 東村慶佐次川の自然環境再生に向けて、地域住民、地元自治体やNPO等
多くの関係者と、意見交換の場を設け、具体的な自然環境の復元など再
生の取組を推進させることにつながった。

課題： 自然環境再生事業を全県的に推進するにあたり、地域主導で実施でき
る仕組みを整備するため、支援事業（再生事業実施市町村への補助）を
実施するとともに関係者間で情報共有できるようネットワーク形成を図
る必要がある。

４ その他
ヒルギ林内生態系再生事業は、平成30年８月の台風により林内小水路が堆積物

で閉塞したことから、堆積物の除去と堆積防止対策を図るため、平成30年11月に
事業間変更により予算措置（8,424千円）したものである。

事業区域であるヒルギ林が国指定天然記念物であること、国立公園の指定地域
であることから、許可承認の調整及び申請先での確認作業に不測の日数を要し年
度内完了が困難となったことから、全額繰越となった。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：サンゴ礁の保全再生（継続）

事 業 期 間：平成29年度～令和３年度

部 課 等 名：環境部 自然保護課

１ 事業の目的・内容
サンゴ礁の生態系の保全・再生を図るため、実証事業やオニヒトデの駆除など

を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

サンゴ礁 138,326 134,804 ☆
の保全再 最終予算額

生 138,326
執行率
97.5％
不用額
3,522

98,274 １ サンゴ礁保全 95,719 １ サンゴ礁保全
再生地域モデル 再生地域モデル
事業 事業

・サンゴ種苗低コ ・サンゴ種苗低コ
スト生産技術等の スト生産技術等の
開 発 等 を 実 施 す 開発のため、幼生
る。 着生基盤の改良等
・サンゴ種苗等の の研究を行った。
白化対策の調査研 ・ 白 化 対 策 と し
究を実施する。 て、遮光等による
・２つのモデル地 白化軽減技術の研
域において、協議 究を行った。
会を設立する。 ・２つのモデル地

域において、協議
会を設立した。

40,052 ２ オニヒトデ対 39,085 ２ オニヒトデ対
策普及促進事業 策普及促進事業

・オニヒトデ大量 ・オニヒトデ大量
発生防止対策（予 発生防止対策（予
察等）の支援を行 察等）について、
う。 ４団体に支援を行
・オニヒトデ対策 った。
に効果的な調査研 ・オニヒトデ対策
究を実施する。 に効果的な調査研

究を実施した。
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３ 事業の効果/課題
(1) サンゴ礁保全再生地域モデル事業

効果： サンゴ種苗低コスト生産技術等の開発やサンゴ礁保全再生対策地域協
議会の設立を行うことにより、サンゴ礁の保全再生の取組を推進した。

課題： サンゴ礁保全再生対策地域協議会が自立的にサンゴ礁保全活動を継続
してできるように基盤強化を図る必要がある。

(2) オニヒトデ対策普及促進事業
効果： 地域にオニヒトデ大量発生予察手法を普及することにより、オニヒト

デ対策を推進した。
課題： 国外も含めた専門家との連携を図りながら、オニヒトデ大量発生予察

手法を含めた効果的な対策について調査研究を実施する必要がある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：赤土等の流出防止対策（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和３年度

部 課 等 名：環境部 環境保全課

１ 事業の目的・内容

赤土等の流出防止活動を行う団体への支援、並びに「沖縄県赤土等流出防止条
例」及び「沖縄県赤土等流出防止対策基本計画」に基づいて実施する施策により、
赤土等流出防止対策を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

赤土等の 72,218 61,521 最終予算額

流出防止 63,384
対策 執行率

97.1％
翌年度繰越額

0
不用額
1,863

20,315 １ 赤土等流出防 19,943 １ 赤土等流出防
止活動支援事業 止活動支援事業 ☆

・赤土等流出防止 ・赤土等流出防止 最終予算額

活動団体への支援 活動団体への支援 20,315
のほか、環境教育 のほか、環境教育 翌年度繰越額

等を実施する。 等を実施した。 0
(1 )赤 土 等 防 止 活 動 団 (1)赤土等防止活動を行う 不用額

体への補助金・４団体 団体への補助金・４団体 372
(2)環境教育等の実 (2)環境教育等の実

施・13回 施・13回

51,903 ２ 赤土等流出防 41,578 ２ 赤土等流出防
止海域モニタリ 止海域モニタリ ☆
ング事業 ング事業 最終予算額

・沖縄県赤土等流 ・赤土等堆積状況 43,069
出防止対策基本計 調査及び生物生息 翌年度繰越額

画に基づき、赤土 状況調査を実施し 0
等堆積状況調査及 た。 不用額
び生物生息状況調 1,491
査を実施する。
(1)赤土等堆積状況調査 (1)赤土等堆積状況調査

・県内28海域 年３回 ・県内28海域 年３回

(2)生物生息状況調査 (2)生物生息状況調査

・県内28海域 年１回 ・県内28海域 年１回

(3)陸域調査・県内28 (3)陸域調査・県内28

海域の流域 年２回 海域の流域 年２回
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３ 事業の効果/課題
(１) 赤土等流出防止活動支援事業

効果： 赤土等流出防止活動を行う団体への支援及び環境教育等の実施により、
実施地域において赤土流出問題に関する意識の向上を図ることができた。

課題： 地域による赤土等流出防止対策活動を拡大するため、引き続き環境教
育や地域活動支援を実施する必要がある。

(２) 赤土等流出防止海域モニタリング事業
効果： 沖縄県赤土等流出防止対策基本計画に示された、「重点監視海域」等

の状況調査を実施することで、沖縄県赤土等流出防止条例の効果の検証
や赤土等流出防止対策の基礎資料として活用する事ができた。

課題： モニタリングの精度をあげるため、対策効果を定量的に評価できるよ
う関係各課の事業で実施した流出防止対策について共通のフォーマット
により情報収集する必要がある。

４ その他
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：ジュゴン保護対策事業（継続）

事 業 期 間：平成28年度～令和２年度

部 課 等 名：環境部 自然保護課

１ 事業の目的・内容
絶滅が危惧されるジュゴンの保護を目的として、ジュゴンの生態等に関する調

査を行い、生息状況等を把握する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ジュゴン 12,024 １ ジュゴン保護 12,012 １ ジュゴン保護 最終予算額

保護対策 対策事業 対策事業 12,024
事業 執行率

・生息状況調査、 ・生息状況調査、 99.9％
普及啓発、藻場特 普及啓発、藻場特 不用額
性の整理、主要海 性の整理、主要海 12
域情報図の更新、 域情報図の更新、
検討委員会の開催 検討委員会の開催
及びジュゴン保護 及びジュゴン保護
に関する方策の検 に関する方策の検
討を実施する。 討を実施した。

３ 事業の効果/課題
(1) ジュゴン保護対策事業

効果： ジュゴンの食み跡や藻場に関する情報等の集積や混獲対策などの普及
啓発等を実施することにより、ジュゴンの保護対策を推進した。

課題： モニタリングや既存文献等からジュゴンの保護や海草藻場の保全等に
関する知見の集積を図り、更なる効果的な保護対策を検討・実施する必
要がある。
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沖縄らしい優しい社会の構築基 本 項 目：

世界に誇る沖縄の自然環境を守る実 施 項 目：

全島緑化県民運動推進事業（継続）重点施策事業名：

平成20年度～令和12年度事 業 期 間：

環境部 環境再生課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
、 、全県的な緑化活動を推進するため 全島緑化県民運動推進会議を開催するほか

地域住民による緑化活動の促進を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額全島緑化 9,549 １ 全島緑・花・ 9,368 １ 全島緑・花・
県民運動 香いっぱい運動 香いっぱい運動 9,549
推進事業 事業 事業 執行率

98.1％
・沖縄県全島緑化 ・沖縄県全島緑化 不用額
県民運動推進会議 県民運動推進会議 181
の開催。 を開催した。
・花のゆりかご事 ・花のゆりかご事
業の花苗約26,500 業の花苗約33,000
本による地域・学 本による地域・学
校緑化。 校緑化を図った。
・ CO 2吸 収 量 認証 ・ CO 2吸 収 量 認 証
制 度 説 明 会 の 開 制 度 説 明 会 を ２
催。認証審査委員 回、認証審査委員
会２回開催。 会を１回開催し、

３件を認証した。

３ 事業の効果/課題
(1) 全島緑・花・香いっぱい運動事業

効果： 全島緑化県民運動推進会議を開催し、総合的な緑化事業について計画
的に推進したことを確認した。また、花のゆりかご事業及びCO2吸収量認
証制度の実施により、学校、地域住民、企業等による緑化活動が促進で
きた。

課題： 「100年先を見据えた緑の美ら島の創生」の実現に向け、総合的な緑化
施策を全島緑化県民運動推進会議の開催を通じて、計画的に推進する必
要がある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：全国育樹祭開催準備事業（継続）

事 業 期 間：平成29年度～令和元年度

部 課 等 名：環境部 環境再生課

１ 事業の目的・内容
「継続して森を守り育てることの大切さを普及啓発する」ことを目的とした全

国育樹祭の開催及び関連事業の実施により、県民の緑化意識の向上を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

全国育樹 55,133 １ 全国育樹祭開 54,544 １ 全国育樹祭開 最終予算額

祭開催準 催準備事業 催準備事業 55,133
備事業 執行率

・第43回全国育樹 ・第43回全国育樹 98.9％
祭沖縄県実行委員 祭沖縄県実行委員 不用額
会を設立。 会を設立し２回開 589

催した。
・全国育樹祭の実 ・全国育樹祭の実
施計画、宿泊輸送 施計画、宿泊輸送
計画を策定。 計画を策定（３月）

した。
・開催機運を高め ・開催機運を高め
るためのプレイベ るためのプレイベ
ント等の実施。 ン ト 等 を 実 施 し

た。
・お手植え会場の ・お手植え会場の
整備。 歩 道 等 を 整 備 し

た。

３ 事業の効果/課題
効果： 令和元年12月の開催に向けて、第43回全国育樹祭沖縄県実行委員会を

立ち上げ、実施計画及び宿泊輸送計画の策定や式典会場の整備を行う等、
開催準備の進展を図った。

全国育樹祭を契機に、沖縄県の魅力を全国に発信するとともに、県民
一体となった緑化活動を推進し、「緑の美ら島」の創生を推進した。

課題： 大会運営や宿泊輸送手段の確保等について、関係機関と緊密な連携が
必要である。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：低炭素島しょ社会実現に向けた地球温暖化防止対策等事業（継続）

事 業 期 間：平成29年度～令和３年度

部 課 等 名：環境部 環境再生課

１ 事業の目的・内容
自然環境の保全と産業振興を図るため、クリーンかつ安全、低コストなエネル

ギーであるＬＮＧ(液化天然ガス)の県内への普及を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

低炭素島 81,328 １ 低炭素島しょ 81,084 １ 低炭素島しょ ☆
しょ社会 社会実現に向け 社会実現に向けた 最終予算額

実現に向 た地球温暖化防 地球温暖化防止対 81,328
けた地球 止対策等事業 策等事業 執行率
温暖化防 99.7％
止対策等 ・自然環境の保全 ・自然環境の保全 不用額
事業 と産業振興を図る と産業振興を図る 244

ため、クリーンか ため、クリーンか
つ安全、低コスト つ安全、低コスト
なエネルギーであ なエネルギーであ
るＬＮＧ（液化天 るＬＮＧ（液化天
然ガス）の県内へ 然ガス）の県内へ
の 普 及 を 推 進 す の普及のためＬＮ
る。（２件） Ｇサテライトの設

備の設置費用を２
件補助した。

３ 事業の効果/課題
(1) 低炭素島しょ社会実現に向けた地球温暖化防止対策等事業

効果： ２件のＬＮＧサテライトの設置補助を実施することができた(二酸化炭
素削減見込量：年1,073-CO2/t）。

課題： ＬＮＧの利用による二酸化炭素削減効果や省コストを達成した事例を
蓄積し発信することで、多くの事業者がＬＮＧの利用を検討できる環境
を作っていく必要がある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：公共関与推進事業（継続）

事 業 期 間：平成29年度～令和元年度

部 課 等 名：環境部 環境整備課

１ 事業の目的・内容
公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場の整備を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

公共関与 2,333,456 １ 公共関与事業 1,423,653 １ 公共関与事業 最終予算額

推進事業 (468,846) 推進費 (468,846) 推進費 2,429,956

・ 事 業 運 営 主 体 ・ 事 業 運 営 主 体 執行率
で あ る 沖 縄 県 環 で あ る 沖 縄 県 環 58.6％

境 整 備 セ ン タ ー 境 整 備 セ ン タ ー 翌年度繰越額

株 式 会 社 が 実 施 株 式 会 社 が 実 施 1,004,820

す る 、 最 終 処 分 す る 、 最 終 処 分 不用額
場 整 備 に 必 要 な 場 整 備 に 必 要 な 1,483

造 成 工 事 、 各 種 造 成 工 事 、 各 種
施設・設備工事、 施設・設備工事、
外 構 工 事 等 の 整 外 構 工 事 等 の 整
備 事 業 に 対 し て 備 事 業 に 対 し て
補 助 金 の 交 付 及 補 助 金 の 交 付 及
び貸付を行う。 び貸付を行った。

・ 建 設 予 定 地 の ・ 建 設 予 定 地 の
名 護 市 安 和 区 の 名 護 市 安 和 区 の
地 域 振 興 に 資 す 地 域 振 興 に 資 す
る た め 、 同 区 へ る た め 、 同 区 へ
周 辺 環 境 整 備 に 周 辺 環 境 整 備 に
係 る 補 助 金 を 交 係 る 補 助 金 を 交
付する。 付した。

・ 上 記 の 事 業 を ・ 上 記 の 事 業 を
推 進 す る た め に 推 進 す る た め に
必 要 な 会 議 の 実 必 要 な 会 議 の 実
施 、 支 援 業 務 の 施 、 支 援 業 務 の
委託を行う。 委託を行った。

３ 事業の効果/課題
(1) 公共関与事業推進費

効果： 本事業を推進することにより、生活環境の保全と健全な経済社会活動
を支えるとともに、県内で廃石綿等を含めた産業廃棄物の適正処理体制
が確保される。

課題： 令和元年度供用開始を目指し、沖縄県環境整備センター株式会社が適
切に事業を進められるよう支援を行う。

４ その他
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基 本 項 目：誇りある豊かさ

実 施 項 目：国際交流・協力の推進

重点施策事業名：環境課題解決を目的とした世界の島嶼間ネットワークの推進事業（新
規）

事 業 期 間：平成30年度～

部 課 等 名：環境部 環境政策課

１ 事業の目的・内容
島嶼地域が直面する環境課題の認識及び持続可能な取組を強化するため、世界の

島嶼間におけるネットワークを構築する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

環境課題 4,808 １ グローバルグ 5,592 １ グローバルグ 最終予算額

解決を目 リーンアイラン リーンアイラン 6,006
的とした ドサミット（Ｇ ドサミット（Ｇ 執行率
世界島嶼 ＧＩＳ）推進事 ＧＩＳ）推進事 93.1％
間ネット 業 業 翌年度繰越額

ワークの ・平成28年度に３ ・第１回グローバ 0
推進事業 地域（ハワイ州・ ルグリーンアイラ 不用額

沖縄県・済州特別 ンドサミット（Ｇ 414
自治道）間で締結 ＧＩＳ）を韓国・
したグリーンアイ 済州島で開催し、
ランドパートナー 島嶼間協力体制の
シップ設立に関す 構築を図った。な
る 合 意 書 に 基 づ お、新たに海南省
き、環境課題につ が加わった。
いて島嶼間協力体
制を構築する。

３ 事業の効果/課題
(1) グローバルグリーンアイランドサミット（ＧＧＩＳ）推進事業

効果： 第１回ＧＧＩＳでは、各種事例発表等を実施し、島嶼地域が直面する
環境課題を共有することで相互協力体制の充実を図った。

課題： 第２回ＧＧＩＳに向け、ハワイ州・済州特別自治道・海南省と連携を
密にしながら、取り組む必要がある。

４ その他
第２回ＧＧＩＳ：令和３年（2021年）８月 ハワイ開催
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基 本 項 目：誇りある豊かさ

実 施 項 目：基地問題の解決と駐留軍用地の跡地利用

重点施策事業名：米軍施設の環境対策（継続）

事 業 期 間：平成29年度～令和３年度

部 課 等 名：環境部 環境政策課

１ 事業の目的・内容
米軍基地の返還時又は環境事故発生時において、迅速かつ的確な環境調査・環

境対策、及び住民説明会が実施できるよう、基地の使用履歴等の環境情報を収集
するとともに、情報発信力のある専門的人材の育成等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

平 成 30 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

米軍施設 26,159 １ 基地返還に係 20,915 １ 基地返還に係 ☆
の環境対 る環境対策事業 る環境対策事業 最終予算額

策 22,801
・米軍基地に関す ・米国立公文書館 執行率
る地歴、環境事故 から、米陸軍太平 91.7％
等に関する文献資 洋環境衛生技術局 不用額
料を収集する。 の資料を入手し、 1,886
・行政職員を対象 楚辺通信所を含め
にリスクコミュニ ６施設のアスベス
ケーションを学ぶ ト等調査の情報を
ための研修会を開 得た。
催する。 ・行政職員向け研

県民を対象に基 修会初級及び中級
地から派生する環 研修会に延べ45名
境問題への関心を が受講した。
喚起するための講 県民向け講演会
演会を開催する。 に 4 4 名 が 参 加 し

た。

３ 事業の効果/課題
(1) 基地返還に係る環境対策事業

効果： 米軍基地に関する環境情報の整理、蓄積ができた。
県民視点での情報公開の重要性とその手法に関する理解が深まった。
米軍活動に起因する土壌汚染等への県民の関心が高まった。

課題： 収集した資料を環境カルテへ効率的に反映していくため、収集する資
料の年代・収集機関の優先順位をつけていく必要がある。

研修会の講義内容・カリキュラムが、受講者の実態に応じたものか検
証し、改善に努める必要がある。

講演会の開催に係る県民への周知方法について更なる検討が必要であ
る。


